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OECDが描く教師像 

Well-beingという「アイディア」の中で 

本図 愛実 

The Teaching Profession Described by OECD – under the‛Idea’, Well-being 

HONZU Manami 

概要 

OECD は、創立 50 周年を機に GDP を単一指標とする経済状態の把握から、well-being の指標化へと移行を

図り、個人的社会的幸福の測定を推進し政策課題の提示を行っている。言説的制度論によれば well-beingは

制度に変化をもたらす「アイディア」として理解できる。「アイディア」は認知的、規範的機能を有し、協

力的な言説、コミュニカティブな言説といった重層的な構成過程を経て影響力を増していく。OECD では教師

の well-being といった概念化も進められており、それらは、全ての子どもを成長させることができる、高い

専門性を有する職として社会的に評価されることと定義できる。その実現のための調査研究が進められ、さ

らには自己有用感が注視されている。教師の自己有用感については、それを高める仕組みが生徒の好成績に

影響を及ぼしていると把握できる、事例も存在する。 

「アイディア」の動態性に関する分析枠組みは、効果的な政策の設定にも援用でき、教師の well-being の

ための政策を整理することができる。教師の well-being という「アイディア」による国際標準は大きな影響

力をもつが、ローカルな成功例の分析に活用することも可能である。そうした試みの蓄積は、社会における

教師像をより望ましいものにし、国際標準についても近接と自律を導くことになる。 
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Ⅰ 問題の所在 

 OECD が日本の教育政策に及ぼす影響は、近年ます

ます大きくなっている。古くは、中央教育審議会答

申「今後における学校教育の総合的な拡充整備のた

めの基本的施策について」（1971 年 6 月 11 日付）

の公表直後、OECD 調査団による『日本の教育政策』

が 1971 年 11 月に示され、高等教育政策を中心に同

答申内容と軌を一にする提言がなされた。近年で

は、PISA 調査（Programme for International 

Student Assessment）による子どもの学力、TALIS

調査（Teaching and Learning International 

Survey）による教員の指導力や労働環境が、国際標

準の一覧化の中におかれようとしている。今や、

OECD は日本の教育政策の強力なアクターと言ってよ

い。 

アクターが影響力をもつ政策過程を把握するにあ

たり、新制度論の一つである言説的制度論の可能性

が注目されている（Schmidt2008,近藤 2006,荒井

2012,本図 2017）。シュミットによれば、言説によ

って形成される「アイディア」を通して見ると、制

度の変容をより動態的に捉えることが可能となる。

分析上では、認知的アイディアと規範的アイディア

があり、前者は正当性、後者は正統性を、政策、施

策、理念に付与する。正当化と正統化についてシュ
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